
令和２年度　後期入学案内
愛媛県立松山東高等学校

通信制課程（単位制）

通信制高等学校とは

松山東高通信制の特長

　通信制高校の大きな特徴は、「通信による教育を行う」ことです。レポート学習とスクーリ

ング（授業）を中心に学習するため、登校回数などが全日制・定時制より少ないですが、卒業

の際に得られる高校卒業資格は同じです。単位制を導入しているので、科目を選択して受講す

ることができます。「自分のペースで学習したい。」「スキルアップのために、高校卒業の資格

が欲しい。」など学ぶ意欲のある人に適した学校です。

＜令和元年度進学状況＞

４年制大学　 岡山大学理学部、山口大学経済学部、愛媛大学法文学部、高知大学人文社会科学部、

川崎医療福祉大学医療福祉学部、近畿大学工学部　他

短 期 大 学    松山東雲短期大学、徳島工業短期大学　他

専 門 学 校    松山看護専門学校、今治看護専門学校、新居浜産業技術専門学校、

 河原デザインアート専門学校、大阪ビューティーアート専門学校　他

県内唯一の公立の通信制高等学校

　昭和 23 年に発足し、愛媛県の通信制

教育をリードしてきました。卒業生は

6,300 名を超え、現在も 15 歳～ 50 代

まで幅広い年齢層の生徒 416 名が在籍

しています。

協力校でのスクーリング実施

　本校（松山東）の他に、東予（新居浜西・

今治西）、南予（宇和島東・大洲）の学校で、

本校教員が授業をします。場所や時間に

関わらず、質の高い授業を提供します。

経験豊富な先生たち

　教科・科目の専門的な知識に加え、Ｉ

ＣＴを活用した分かりやすい授業に取り

組んだり、生徒が活躍できる行事を企画

したりと、教育熱心な先生たちが生徒の

学びを全力でサポートします。

学費が安い

　１単位 336 円の受講料。私立の通信

制高校と比べると、その安さは歴然とし

ています。修学補助（裏面参照）を利用

することもできます。

安心して通える学校づくり

　「学びたい」という意欲を持った生徒

たちの授業マナーは、本校の自慢です。

静かで落ち着いた学習環境をお約束しま

す。また、生徒が安心して学校に通える

よう、学校生活や進路についての相談を

随時受け付けています。

充実した個別指導

　レポートで分からないところはもちろ

ん、進学を希望する生徒に、面接や小論

文等の個別指導を行います。進学状況は

以下の通りです。



学習の進め方
『自学自習』が原則

単位の修得の流れ

履修科目

選択必修科目

共通必修科目

共通必修科目

選択必修科目

選択科目

共通必修

国語総合　  倫理 　 政治･経済   数学Ⅰ
科学と人間生活　 体育１　 保健　 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ

芸術 ( ｢音楽Ⅰ｣ ｢美術Ⅰ｣ ｢書道Ⅰ｣から１科目 )

通教の時間（総合的な探究の時間）

世界史Ａ   体育２   体育３
家庭総合　 社会と情報

地理歴史 (｢日本史Ｂ｣ ｢地理Ｂ｣ から１科目 )
理　　科 (｢化学基礎｣ ｢生物基礎｣ ｢地学基礎｣から１科目 )

現代文Ｂ　古典Ｂ　数学Ⅱ　数学Ａ　ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ
英語表現Ⅰ　農業と環境　草花　ビジネス基礎  簿記
ﾌｰﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ　※選択必修科目のうち、選択しなかった科目

※教育課程の移行に伴い、科目名が変更になることがあります。

通信制における修学がスムーズに行われるように、国や県から次のような補助が受けられます。

修学補助

１年次　本校で指定した必修科目を中心に学習します｡

２年次以降　必修科目に加え、自分で学習する科目を選択して学習します。

レポートに合格

スクーリングに出席
試験に合格　＝単位の修得＋

通信教育用郵便物の郵便料金

通信教育用としてのレポート等の郵便は、

通常の郵便料金より割安になっています。例

えば 100g(ﾚﾎﾟｰﾄ約４通分 ) までは 15 円です。

教科書・学習書の給付

有職等、一定の条件を満たし、給付を希望

する場合、関係書類を提出し、給付対象者と

して認定されれば、学校で使用する教科書と

学習書が無償で給付されます。

愛媛県奨学資金の貸与

修学が困難な生徒は、選考により各種奨学

資金が受けられます。

　　　　例：愛媛県奨学生（無利子）

就学支援金制度

授業料への支援として、受給資格要件を満

たす世帯に就学支援金が支給されます。支援

金を受け取るには、申請が必要となります。 

学び直し支援金制度　

高校を退学したことがある生徒で、受給

資格要件を満たしている場合、学び直し支

援金が支給されます。就学支援金と同様の

申請が必要となります。

奨学のための給付金

保護者等全員の市町村民税所得割額が非

課税の世帯は、授業料以外の教育費を支援

することを目的とした奨学のための給付金

が支給されます。こちらの制度も申請が必

要となります。

所得税控除

給与所得がある者で、年収 130 万円以下

の場合は、勤労学生控除が適用され、学校

の証明があれば所得税が減税されます。な

お、学校側が発行できる証明は在学証明書

のみとなります。

       


